
１　総括

 (1)人件費の状況（普通会計決算）

 (2)職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　

（注）１　職員手当には退職手当は含まれていません。
      ２　職員数は、平成25年4月1日現在の人数です。
　　　３　給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んで
　　　　　いません。

 (3)ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員
　　　　　数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給
　　　　　月額を100として計算した指数です。　　　　
　　　２　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が
　　　　  ないとした場合の値である。
  ※　平成２６年４月１日のラスパイレス指数が，１００を超えている理由及び改善の見込み
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（参考）中核市平均

一人当たり給与費給与費 B/A

千円

19,727,175 6,5893,265,447

人 千円千円

　本市のラスパイレス指数が１００を超えている理由としては，初任給基準が国と異なることや学歴による給与較
差を設けていないこと，平成１８年度に実施された給与構造改革における経過措置の終了時期の相違等が挙げられ
ます。平成２８年度に給与構造改革時の経過措置が終了する等，今後は，国との制度的な相違が解消されるため，
指数は減少するものと推測されます。
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宇都宮市の給与・定員管理等について
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(4)　給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の
見直し等に取り組むとされています。

［　実施　　未実施　］
　実施内容（平均引下げ率，実施（実施予定）時期，経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には，その理由））

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

　国基準６％に対し，本市においても６％を支給（支給割合の見直し無し（級地区分のみ変更：５級地から６級））

（参考）
平成２７年度以降

（内容）
単身赴任手当の見直しを実施（平成２７年４月１日実施）

　・ 基礎額　⇒　３０，０００円
（平成２７年度当初からの内容：国と異なる点）

宇都宮市6% 6%

宇都宮市

6% 宇都宮市

宇都宮市の支給割合 宇都宮市
3%
6%

旧河内町
6%

※ 平成２６年度まで国基準による支給割合については，市町合併前の地域ごとの区分としていましたが，今回
の見直しにより宇都宮市としての支給割合となりました。

　・ 加算額（１００ｋｍ以上３００ｋｍ未満）　⇒　８，０００円（当該距離区分以外は国と同様）

平成２６年度
　　　区分 支給割合
旧宇都宮市

（支給割合）

旧上河内町

　　③その他の見直し内容

　　①給料表の見直し

　　②地域手当の見直し

見直し後の支給割合
区分 支給割合

　平成２７年４月１日

宇都宮市 6%

国基準による支給割合
0%

区分 支給割合

（内容）
　行政職の給料表について，国の見直し内容を踏まえ平均２％引下げ。人材確保の観点から初任給に係る若年層に
ついての号給は引下げを行わず，３級以上の級の高位号給については，５０歳台後半層における官民給与差を考慮
し，最大４％の引下げ。また，激変緩和のため，５年間（平成３２年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を
実施。
　他の給料表については，行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

（給料表の改定実施時期）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成26年4月1日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しております。（平成23～25年の3ヵ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

※年収ベースの「公務員（C)」のデータは、平均給与月額を12倍したものに、前年度に支給された期末・勤勉手当を加えた試算値です。

宇都宮市

平均給料月額

（国比較ベース）

中核市平均

342,247 385,333

376,851

369,919

287,992

347,200

175

職員数

383,318

324,583

平均給与
月額
（円）
（A）

327,107宇都宮市

うち自動車運転手

うち学校給食員

うち用務員

49.0歳

49.6歳

栃木県

49.7歳 342,230

平均
年齢

312,67211

うち清掃職員

331,49259

360,392

平均給与
月額（円）
（国比較
ベース）

48.0歳 34

43.3 429,367

346,559

41.9

－

44.5

区　　分

公務員

424,472栃木県

平均給与月額平均給与月額

平均給料
月額
（円）

区　　分 平 均 年 齢

中核市平均

区　　分

51.3歳

国

参考

392,126330,820290

3,119

49.4歳

4

373,628

公務員
（C）
（円）

336,508

362,360

383,463

309

1.71

-

年収ベース（試算値）の比較

3,228,300

宇都宮市 -

C/D

6,038,706

47.8歳

50.1歳

-

326,611 -

--

参考

-

民間

246,900調理士

-

平均給与
月額
（円）
（B)

-

平均
年齢

A/B

1.8050.3歳 231,600

44.7歳

1.90

1.37

1.39

199,300

288,100

-395,136

- --

- --

6,617,415 2,863,500

うち学校給食員

うち自動車運転手

うち用務員

5,530,017

2,747,000

うち清掃職員 6,212,456

364,187

357,379

332,685

417,734

－

394,594

377,809

42.8歳

408,472

-

対応する民間の
類似職種

54.3歳

廃棄物処理業従業員

412,561

国 43.5 335,000

324,548

民間
（D）
（円）

3,939,100

-

用務員

2.31

自家用乗用自動車運転者

-

2.20

1.58
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　　③消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成26年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など　 
　　　　　のすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているもの
　　　　　です。

      ３　「平均給与月額（国 比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を

　　　　　除いたもの）で算出しています。

 (2) 職員の初任給の状況（平成26年4月1日現在）

円 円 －

円 － －

（注）１　
     　　
　　　２
　　　３

　　　４

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成26年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）１　
　　　２

380,350

大　学　卒

337,207249,450

高　校　卒

129,200

398,731

323,250

されるため、給与体系は異なります。

364,464

国

高　校　卒

-　　　

栃木県区　　　　　分

一般行政職

経験年数10年

建築などの設計・監理業務に従事する技術職員です。

技能労務職

経験年数20年

中核市平均

消防職

技能労務職の経験年数10年は、該当する職員がいませんでした。

高　校　卒

区　　　　分

一般行政職 260,907

技能労務職については、平成10年度以降採用しておりません。

経験年数30年

273,500

高　校　卒

一般行政職とは、各種窓口業務や政策・行政経営などの内部事務に従事する事務職員、土木・

135,600

経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合採用時からの年数をいいます。

172,000消防職

宇都宮市

栃木県

371,717

323,469

中　学　卒

221,575

178,800

　　　　　－

　　　　－

40.4

円178,800

円

　　　　－

　　　　－

　　　　－

　　　　－

343,967

144,500

経験年数25年

技能労務職とは、自動車運転手・清掃作業員・道路補修作業員・給食調理員などです。

技能労務職

円 140,100 円149,800

一般行政職は行政職給料表、技能労務職は技能労務職給料表、消防職は消防職給料表が適用

39.0

大　学　卒

国

円172,200円

宇都宮市

351,053

Ⅰ類(A) 一般職

区　　分

高　校　卒

平均給料月額平均年齢

　　　　　－

　　　　－

403,680306,543

平均給与月額

389,852449,427

平均給与月額

（国比較ベース）

423,311

379,672

337,927

410,527
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
 (1)一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成26年4月1日現在）

（注）１　宇都宮市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

 (2) 昇給への勤務成績の反映状況

昇給への勤務成績の反映については、現在、実施に向けて検討を進めています。

　　　　　　　　人
副参事

７　　級

478,200

　　　　　　　　人

参事９　　級

区　　分

主査，副主幹
　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

４　　級

主査

６　　級

　　　　　　　　％

129

８　　級

主任

10.6

職員数

3.8

589

19.0

22

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

354,700

　　　　　　　　人

191

　　　　　　　　％

30.9

　　　　　　　　％

主事，技師

422,600

　　　　　　　　　円

413,000

　　　　　　　　％

　　　　　　　　　円

6.8

362

　　　　　　　　％

44

297

主任主事，主任技師

２　　級

標準的な職務内容

10.0

５　　級

主幹

　　　　　　　　人

主事，技師

３　　級

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

１　　級

15.6

　　　　　　　　人

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　円

72

261,900

　　　　　　　　　円

135,600 243,700

　　　　　　　　　円

１号給の
給料月額

構成比
最高号給の
給料月額

　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　円

202

307,800

400,600

185,800

　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　円

　　　　　　　　％

366,200

2.3

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　円

1.2 464,600 537,700

456,200

　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　円

289,200

222,900

388,300

　　　　　　　　　円 　　　　　　　　　円

320,600

１級

3.8%

１級

3.7%
１級

3.5%

２級

10.0%
２級

9.3%

２級

7.1%

３級

10.6%
３級

11.0%
３級

11.7%

４級

30.9%
４級

30.8%
４級

28.7%

５級

15.6%

５級

16.2%
５級

19.4%

６級

19.0%

６級

18.8%
６級

19.0%

７級

6.8%

７級

6.7%

７級

7.3%

８級

2.3%

８級

2.3%

８級

2.1%

９級

1.2%
９級

1.2%

９級

1.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成26年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

 (1)期末手当・勤勉手当

千円 千円

（25年度支給割合） （25年度支給割合） （25年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　　　　 ５～２０％ ・ 役職加算　　　　 ５～２０％ ・ 役職加算　　　　 ５～２０％

・ 管理職加算　　１５～２２％ ・ 管理職加算　　１０～２５％

（注）　１．(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

勤勉手当への勤務成績の反映については、現在、実施に向けて検討を進めています。

 (2)退職手当（平成26年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 早期・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（３％～４５％加算） （２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成25年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3)地域手当（平成26年4月1日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

（ ）

（※）市外に所在する市の施設などに勤務する職員を含みます。          

   （注）地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を

        比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

（補正前のラスパイレス指数×（１＋宇都宮市の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により

算出。）

102.3

102.5

支給対象地域

10,560

36.5730.82

43.743.7

地域手当補正後ラスパイレス指数

1.35

宇都宮市

1,557

1.45

宇都宮市

2.60 1.35

1.45

１人当たり平均支給額（25年度）
―

1,595

6 6

（ラスパイレス指数）

１人当たり平均支給額（25年度）

支給対象職員数

30.82

7 18

支給率

21.62 27.025

2.60

805,946

東京都特別区

3,074

0.65

栃木県

国の制度（支給率）

1.45

247,147

国

18

24,535

1.352.60

52.44

36.57

21.62

0.65

国

27.025

52.44

0.65

宇都宮市(※)

52.44

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

52.44

支給実績（25年度決算）

52.44 52.44
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 (4)特殊勤務手当（平成26年4月1日現在）

千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

日額　400円

日額　400円

日額　400円

月額　3,300円

47

0

社会福祉事務所又は保健所に勤務し、社会
福祉業務の家政的作業に従事したとき

行政職

と畜の細菌検査、病理検査及び理化学検査
に従事したとき

職員全体に占める手当支給職員の割合（25年度）

主な支給対象職員 主な支給対象業務

1,317行政職

技能労務職

月額　300,000円

日額　300円

日額　300円

日額　300円

月額　12,000円

2,195

月額　14,000円

生活福祉課に勤務し、庁外において生活
保護に関する業務に従事したとき

2,050

日額　1,000円

日額　800円

0

70,551

日額　250円

公衆保健衛生に関する事務に従事する診療
放射線技師

診療放射線技師がエックス線の照射に従事
したとき

と畜の解体検査に従事する職員

0

41

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

庁外で市税及び市税外収入金の徴収事務に
従事したとき

行政職

老人福祉施設での収容者の遺体の納棺又は
行旅死亡人の収容その他の処置に従事した
とき

0

115,657

衛生環境試験所及び保健所生活衛生課
食品衛生グループに勤務し、食品及び添
加物等の食品衛生検査に従事する職員

保健所保健予防課に勤務する職員が、精神
障害者又は精神障害の疑いのある者の護送
その他必要な措置に従事したとき

老人福祉施設、児童福祉施設に勤務し、
老人、児童等の疾病又は負傷に際し、
医療機関への搬送業務に従事したとき

日額　500円

月額　10,000円

公衆保健衛生に関する事務に従事する医師

989

121

行政職

18.7

支給実績（25年度決算）

行政職

行政職・技能労務職

18

１体　6,000円

手当の種類（手当数）

行政職

行政職

衛生検査手当

感染症の患者の収容、家畜伝染病の患畜の
処分その他必要な措置又は処理に従事した
とき

狂犬病予防のため、犬の捕獲又は捕獲の
指揮監督業務に従事したとき

左記職員に
対する支給単価

手当の名称

遺体処置手当

感染症等防疫手当

血液、尿、生化学等の臨床検査に従事した
とき

衛生環境試験所に勤務し、毒物、劇物及び
特定毒物又はそれらの化合物を取り扱って
水質、大気、土壌等の分析業務に従事する
職員

行政職

徴収手当

特別勤務手当

放射線取扱手当

と畜検査手当

保健衛生業務手当

精神保健業務手当

狂犬病予防業務手当

行政職

行政職

行政職・技能労務職

社会福祉業務手当

支給実績
(25年度決算)

155

24

0

7,200

0
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千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

4,857

行政職

日額　400円

日額　150円

0

日額　500円

行政職

公園内において、ごみの収集処理又は公衆
便所若しくは飼育動物の檻の清掃作業に
従事したとき

１回　2,000円

現場業務従事なし
　１勤務　200円

月額　10,000円

１勤務　300円

現場業務従事あり
　１勤務　250円

日額　150円

日額　400円

庁外において、特に不快かつ困難な清掃
作業の指導監督に従事したとき

日額　600円

勤務時間４時間未満
    １勤務　2,500円

深夜の勤務時間
　　４時間以内
    １勤務　1,000円

深夜の勤務時間
　　４時間超
    １勤務　2,000円

勤務時間
    ７時間45分超
    11時間45分以内
    １勤務　7,500円

上記作業に従事したとき別に支給
技能労務職

ごみ減量課、ごみ収集センター若しくは清掃
工場に勤務し、又は廃棄物の収集、運搬、
処理等清掃の作業に従事したとき

行政職

変則勤務手当

行政職・技能労務職

行旅病人の収容、その他の措置に従事した
とき

特殊自動車を運転し、土木等の作業に従事
したとき

技能労務職

消防職

計量検査業務に従事したとき

高低差10ｍ以上の足場の不安定な高所で
火災の消火又は人命の救助に従事したとき

0

１月１日から１月３日までの期間に、当直勤務
又は規則で定める業務に従事したとき

12,677

火災の消火、人命の救助又は救急業務の
ために現場に出動したとき
（上記に掲げる者を除く）

行政職・消防職・
技能労務職

市有自動車（原動機付自転車を含む）に係る
交通事故の処理に際しての和解交渉で、
市長が困難であると認めるものに従事したとき

475

正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が
午後10時から翌日の午前５時までにおいて
行われる業務に従事したとき（消防職を除く）

8,682
正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が
午後10時から翌日の午前５時までにおいて
行われる業務に従事したとき

0

現場業務従事ありの
救命救急士
  １勤務　400円

１勤務　200円

1,130

1,545

勤務時間
    11時間45分超
    １勤務　10,000円

7

8,553

行旅病人収容手当

27

1,604

交渉業務手当

清掃業務手当

消防手当

特殊自動車運転手当

0

0

1,830

0

6,108

181

勤務時間４時間以上
    ７時間45分以内
    １勤務　5,000円
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千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

 (5)時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　１ 平成25年度の支給実績には、選挙事務（参議院総選挙）に係る時間外勤務手当が 

　含まれています。

　　　　2 平成24年度の支給実績には、選挙事務（衆議院総選挙・市長選挙）に係る時間外勤務手当が 
　含まれています。

0

日額　300円

日額　300円

日額　800円

日額　250円

日額　850円

自動車整備士の免許を有する職員が、自動車
又は原動機付自転車の運行途中における
故障、事故等に際し、道路上でこれらの整備、
修理等に従事したとき

技能労務職

410

433

職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

公害防止のため、ばい煙、汚水、騒音、振動、
悪臭等が発生する場所に立ち入って行う規
制、測定若しくは検査の業務又は試料の収
集の業務に従事したとき

984

道路占用工事の現場で、埋め戻し作業等の
技術指導に従事したとき

職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

1,332,039

溝渠、側溝等の補修又は清掃の作業に従事
したとき

岩石採取場の坑内（地下10ｍ以上で市長の
定める箇所に限る）で調査業務に従事したとき

行政職

特殊現場業務手当

アスファルト等を使用して道路又はこれに
類する場所の舗装又は補修の作業に
従事したとき

毒物劇物監視のため毒物劇物を取り扱う
場所に立ち入って試料の収集の業務に
従事したとき

77

支給実績（24年度決算）

358

1,241,466支給実績（25年度決算）

行政職・技能労務職

7,316

乳剤散布
    日額　800円

その他
    日額　400円

0

0

日額　200円1
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 (6)その他の手当（平成26年4月1日現在）

同じ

異なる内容 （25年度決算）

(支給限度額28,500円)

円

円238,862

平均支給年額
支給職員１人当たり

23,000円以下

借
家
・
借
間

扶養手当

住居手当

・家賃12,000円超

117,560

・家賃12,000円超

家賃－12,000円

異なる

家賃－12,000円

それぞれ求めた額に
1,500円を加算した額

(家賃－23,000)

①配偶者が無い場合の
　　１人目　      11,000円

×1/2+11,000円

（２）配偶者以外の
     扶養親族

23,000円以下

借
家
・
借
間

（
国

）

×1/2+11,000円

・家賃23,000円超

（１）配偶者　   13,000円

の異同
制度と

（25年度決算）

201,967(家賃－23,000) 千円

369,042

支給実績

②その他の扶養親族
　　１人につき　　6,500円

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度と国の

③満16歳到達の年度
   初めから、満22歳
   到達後最初の年度
   末までに該当する
   子がいる場合の加算額
   １人につき　   5,000円

千円

・家賃23,000円超

10



千円

異なる

宿日直勤務を命ぜられた
職員に支給

宿日直手当

夜間勤務手当

正規の勤務時間として
午後10時から翌日の
午前５時までの間に
勤務した職員に支給

勤務１時間当たりの
        給与額×25/100

48～52ｋｍ  32,000円

(５時間未満の
         勤務は2,400円）

同じ

36～40ｋｍ  24,500円

・交通用具利用者（国）

45～50ｋｍ  21,800円

40～45ｋｍ  20,900円

15～20ｋｍ  8,900円

30～35ｋｍ  16,100円

60ｋｍ～     24,500円

55～60ｋｍ  23,600円

16～20ｋｍ  12,000円

休日勤務手当

189,857

休日において、正規の
勤務時間中に勤務する
ことを命ぜられた職員
に支給

24～28ｋｍ  17,000円

勤務１時間当たりの
        給与額×135/100

異なる

千円

（国）

１回　4,200円

(５時間未満の勤務は
50/100を乗じて得た額）

千円

同じ 148,298

0

53,387

 5～10ｋｍ   4,100円

25～30ｋｍ  13,700円

10～15ｋｍ   6,500円

50～55ｋｍ  22,700円

35～40ｋｍ  18,500円

257,155

千円

千円 87,260

 8～12ｋｍ   7,000円

 4～ 8ｋｍ   4,500円

 2～ 5ｋｍ   2,000円

32～36ｋｍ  22,000円

(支給限度額55,000円)

・交通用具利用者

同じ

28～32ｋｍ  19,500円

20～25ｋｍ  11,300円

管理職手当

以下4kmごとに

円

2,500円を加算

最長通用期間の
定期券相当額

44～48ｋｍ  29,500円

 2～ 4ｋｍ   2,000円

40～44ｋｍ  27,000円

20～24ｋｍ  14,500円

12～16ｋｍ  9,500円

821,893 円

通勤手当

・交通機関利用者

(支給限度額55,000円)

66,764

円

円

円

0

202,294

１回　4,800円

管理又は監督の地位に
ある職員に対し、その
勤務の特殊性に基づき
支給

同じ

49,500円～98,400円

以上 未満以上 以下

超 以下

11



５　特別職の報酬等の状況（平成26年4月1日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　市長・副市長の給料及び報酬の（　）内は、6％の減額措置を行う前の金額です。                         
     ２　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた場合に  
         　 おける退職手当の見込額です。                                 

円

708,900

565,000

任期毎

510,000

円

円

期
末
手
当

区 分

給

料

800,000

副 市 長

1,180,000

902,400

625,000

960,000

974,000

555,000

1,206,000

（参考）類似団体における最高／最低額

報

酬

議 長

副 市 長

議 員

3.95

議 員

市 長

　　（25年度支給割合）

副 議 長

3.95

万円1,123

議 長

退
職
手
当

市 長

副 市 長

備　　　　考

1,971給料月額×在職月数×40/100×87/100

　　（25年度支給割合）

700,000

円／

円／

副 議 長

670,000

710,000

円／

827,000

748,000

市 長 1,109,200

給料月額×在職月数×28/100×87/100

給 料 月 額 等

任期毎万円
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

（2)年齢別職員構成の状況（平成２６年４月１日現在）

　

（類似団体の人口1万人当たり職員数

643

458

増）都市魅力創造室の設置

821

472

増）市民税賦課事務執行体制の強化

主な増減理由

減）給食調理業務の外部委託

　　　　　　　　区　　分

　部　　門 平成25年 平成26年

2

＜参考＞

職 員 数 対前年
増減数

教育部門

増）共通番号制度に係る体制の強化
減）まちづくり支援体制の見直し

181 2

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会・総務 651

福祉 820

税務 179

471

▲ 8

増）ねんりんピック実施体制の強化
減）保育園民営化

経済 119 121

1

増）ＬＲＴ整備事業に係る体制の強化
減）公園管理事務所の廃止1

計 2,240 2,238
＜参考＞

土木（建設）

43.13
43.49

455 ▲ 3

▲ 2

消防部門

297 284 ▲ 13

その他 105 105 0

減）採用平準化

小　計 2,995 2,977 ▲ 18

水道

354

132 128 ▲ 4 減）計画業務の集約化

下水道

小　計 345 ▲ 9

[±0］

57.37
（類似団体の人口1万人当たり職員数 61.47

117 112 ▲ 5 減）下水道補修業務の外部委託

64.02
合　　計

3,349 3,322 ▲ 27

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

＜参考＞

[3,480］ [3,480］
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(3)職員数の推移

（単位：人・％）

年　　度 
 部 門 別

(注) １ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

２ 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

職員数

23 年

人人

8 3,322

25 年 26 年

473

24 年

▲ 257(▲ 10.3％)

21 年 22 年

人人

32

人

461

計

～

人 人

一般行政 2,376

239 327 416102 390 365270 239

過 去 5 年 間
の 増 減 数 ( 率 )

人 人 人 人

55歳51歳

人 人

～

59歳39歳 43歳 47歳

～～ ～

44歳36歳 40歳 48歳 60歳52歳 56歳

未満

28歳 32歳

23歳 27歳

～

31歳 35歳

～

20歳 20歳 24歳

～ ～

2,451

～

以上

教育 362 344 334

459 456 457

普通会計計 3,274

361

458

354

3,179

461

354

▲ 363(▲ 9.8％)

345

2,995 2,977

総合計 3,635 3,533

321

0(0％)

▲ 22(▲ 5.9％)

▲ 341(▲ 10.2％)

▲ 84(▲ 22.0％)

区　分

297

2,2382,240

358 357公営企業等会計計

消防

2,302

455

284

3,092 3,034

3,3223,391

2,256

3,450 3,349
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７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費177,876千円を含まない。

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金は含まれていません。
      ２　職員数は、平成26年3月31日現在の人数です。
      ３　市町村平均には、政令指定都市は含まれていません。

イ　 特記事項

・ 平成26年４月１日～平成27年３月31日までの間、上下水道事業管理者の給料月額の６％減額を行っております。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成26年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等が含まれています。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（24年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分
（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　　５～２０％

（注）　１　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

２　支給割合、加算措置の状況は一般行政職と同じです。

イ　退職手当（平成26年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 １人当たり平均支給額　 千円

（注） １　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成25年度に退職した職員に支給された平均額です。

２　支給率、その他の加算措置は一般行政職と同じです。

23,503

992,032

1.386

　　　　給与費 　　B/A　　計　　Ｂ

職員給与費比率

612,037 139,870

市町村（政令指定都市除く）平均

期末・勤勉手当

30.82

52.44

52.44

事 業 者

平　均　年　齢 基本給

43.7

153

62.7

13,934

52.44

　　　　　　区　　分

46.3

1,596

1.45

2.60

27.025

36.57

21.62

0.65

宇都宮市

　　　　　　Ａ 職員手当給　 料

　　　　　千円千円

1,456

Ａ  

千円千円

宇都宮市

宇都宮市

一人当たり

997,672 6,521

千円

職員数

　　　　千円

1,673,631

総費用に占める

％

14.8

区　　分

千円　

　質収支

純損益又は実総費用

千円　

１人当たり平均支給額（25年度）

区　　分

25年度

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

24年度の総費用に占

　　　　　　Ｂ／Ａ

平均月収額

245,765

386,784

市町村（政令指定都市除く）平均

15.4

％

1,286,784

市町村（政令指定都市除く）平均

Ｂ　

8,682,424

千円25年度 人

566,040

める職員給与費比率

6,123

一人当たり給与費

（参考）市町村平均

１人当たり平均支給額（25年度）
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ウ　地域手当

（平成26年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

（※）市外に所在する市の施設などに勤務する職員を含みます。                                  

エ　特殊勤務手当（平成26年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当が含まれています。

支給対象職員数

6.0

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算） 262,214

支給率

48,562

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算） 335

48,084支給実績（24年度決算）

332

6.0 155

支給実績（25年度決算）

支給実績（25年度決算） 40,381

一般行政職の制度（支給率）

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

給水装置等作業手当

水質の分析業務 238 月額　3,300円

変則勤務手当

247 月額　2,000円

特殊現場業務手当

左記職員に対する支給単価

年始業務

特別勤務手当

停水業務手当 行政職

水道施設の維持管理業
務

給水装置等の修繕及び
休止作業

404 日額　300円

行政職・技能労務職

行政職

463 日額　300円

手当の種類（手当数） 6

宇都宮市（※）

支給対象地域

主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績
（25年度決

算）

停水処分収納業務 376

30

行政職・技能労務職
液体塩素の薬品受入・
切替業務

行政職・技能労務職

技能労務職

日額　400円

手当の名称

年始1勤務
４時間未満    　　   2,500円
４時間超　　    　　  5,000円
７時間45分超        7,500円
11時間45分超     10,000円

浄配水作業手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（25年度） 20.1 　％

千円

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算） 56,710 　円

支給実績（25年度決算） 1,758
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カ　その他の手当（平成26年４月１日現在）

最長通用期間の
定期券相当額

12,302

48～52ｋｍ  32,000円

 2～ 4ｋｍ   2,000円

・交通機関利用者

20～24ｋｍ  14,500円

一般行政職 一般行政職の

以下4kmごとに

24～28ｋｍ  17,000円

（１）配偶者　   13,000円

2,500円を加算

千円

28～32ｋｍ  19,500円

23,000円以下

家賃－12,000円

手　当　名 （25年度決算）
支給職員１人当たり支給実績

制度と異なる内容

住居手当

内容及び支給単価

扶養手当 同じ
②その他の扶養親族
　　１人につき　 6,500円

との異同
の制度 平均支給年額

円

同じ

・家賃23,000円超

(家賃－23,000)

それぞれ求めた額に
1,500円を加算した額
（支給限度額28,500
円）

（25年度決算）

19,961

40～44ｋｍ  27,000円

44～48ｋｍ  29,500円

234,835

93,900 円

×1/2+11,000円

円

（２）配偶者以外の
     扶養親族

①配偶者が無い場合の
　　１人目　　　 11,000円

③満16歳到達の年度
   初めから、満22歳
   到達後最初の年度
   末までに該当する
   子がいる場合の
   加算額
   １人につき　    5,000円

86,028

12～16ｋｍ  9,500円

借
家
・
借
間

9,390 千円

・家賃10,000円超

(支給限度額55,000円)

 4～ 8ｋｍ   4,500円

 8～12ｋｍ   7,000円

・交通用具利用者

通勤手当 同じ

(支給限度額55,000円)

16～20ｋｍ  12,000円

32～36ｋｍ  22,000円

36～40ｋｍ  24,500円

千円

以上 以下

超 以下
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④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成１８年４月１日～平成２４年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

宇都宮市職員全体で数値目標を設定

しているため、水道事業のみの数値

目標は設定しておりません。

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

平成22年4月1日 純減数

98,400

純減率

49,500

休日において、正規の
勤務時間中に勤務する
ことを命ぜられた職員
に支給

始　期

計画期間

職員数 職員数

平成17年4月1日

勤務１時間当たりの
        給与額×135/100

管理職手当

72,500

休日勤務手当

９級

８級

７級

82,000 同じ

80,800

71,600

数　値　目　標
終　期

同じ

級

61,500

89,000

手当額（円）

管理又は監督の地位に
ある職員に支給

千円 5,690 円

7,540 千円 837,778 円

825

円夜間勤務手当 同じ 0

勤務１時間当たりの
        給与額×25/100

正規の勤務時間として
午後10時から翌日の
午前５時までの間に
勤務した職員に支給 千円 0

円１回　4,800円

(５時間未満の
         勤務は2,400円）

宿日直手当 同じ 0 千円 0

宿日直勤務を命ぜられた
職員に支給
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　(2)　下水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金は含まれていません。
      ２　職員数は、平成26年3月31日現在の人数です。
      ３　市町村平均には、政令指定都市は含まれていません。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成26年４月１日現在）

歳 円 円

円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等が含まれています。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（25年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分
（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　　５～２０％

（注）　１　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

２　支給割合、加算措置の状況は一般行政職と同じです。

イ　退職手当（平成26年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 １人当たり平均支給額　 千円

（注） １　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成25年度に退職した職員に支給された平均額です。

２　支給率、その他の加算措置は一般行政職と同じです。

52.44

1,547 1,443

30.82

52.44

52.44

25年度

Ａ  

369,923

36.57

市町村（政令指定都市除く）平均

市町村（政令指定都市除く）平均

１人当たり平均支給額（24年度）１人当たり平均支給額（25年度）

-事 業 者

518,294

市町村（政令指定都市除く）平均

44.1

区　　分 職員数

宇都宮市

平　均　年　齢

千円　

宇都宮市

43.7

21.62 27.025

10,507,368 684,117

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

基本給

-

宇都宮市

　　　　千円

1.45 0.65

2.60 1.386

総費用に占める

　質収支 職員給与費比率

区　　分 総費用 純損益又は実

24年度の総費用に占

Ｂ　 める職員給与費比率

1,019,013 6.5

％

　　　　　　Ｂ／Ａ

％

6.7

千円　

（参考）市町村平均

千円

6,093

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

千円

一人当たり

平均月収額

人

94 364,761 93,495 146,926 605,182 6,438

　　　　　　区　　分

　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

千円 千円 　　　　　千円 千円25年度

23,851 11,486
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ウ　地域手当

（平成26年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

（※）市外に所在する市の施設などに勤務する職員を含みます。                                                     

エ　特殊勤務手当（平成26年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当が含まれています。

左記職員に対する支給単価

136,286

千円

413

412

支給実績（25年度決算） 37,132

24,014

6.0 91 6.0宇都宮市（※）

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

252,779

支給実績（25年度決算）

一般行政職の制度（支給率）

日額　800円

停水業務手当 行政職 停水処分収納業務 156 日額　400円

特別勤務手当 技能労務職 1,743

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

行政職・技能労務職

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員

汚水・雨水管きょ清掃業
務等

支給実績（24年度決算） 37,515

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

公共下水管渠工事検査
業務等

1 日額　350円

公害防止のための測定
業務等

8

　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（25年度） 14.7

3

主な支給対象業務
支給実績
（25年度決

算）

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

特殊現場業務手当

支給実績（25年度決算） 1,908

日額　300円

　％
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カ　その他の手当（平成26年４月１日現在）

住居手当

12～16ｋｍ  9,500円

16～20ｋｍ  12,000円

①配偶者が無い場合の
　　１人目　　　 11,000円

②その他の扶養親族
　　１人につき　 6,500円

（１）配偶者　   13,000円

以下4kmごとに

20～24ｋｍ  14,500円

(家賃－23,000)

23,000円以下

家賃－12,000円

それぞれ求めた額に
1,500円を加算した額
（支給限度額28,500
円）

最長通用期間の
定期券相当額

36～40ｋｍ  24,500円

（25年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

円219,79211,649 千円

7,692 千円

・家賃23,000円超

一般行政職の
手　当　名 内容及び支給単価 の制度 制度と異なる内容 （25年度決算）

一般行政職

×1/2+11,000円

支給実績

との異同

7,117

(支給限度額55,000円)

・交通用具利用者

扶養手当

(支給限度額55,000円)

 2～ 4ｋｍ   2,000円

24～28ｋｍ  17,000円

千円

同じ

118,338 円

③満16歳到達の年度
   初めから、満22歳
   到達後最初の年度
   末までに該当する
   子がいる場合の
   加算額
   １人につき　    5,000円

（２）配偶者以外の
     扶養親族

32～36ｋｍ  22,000円

48～52ｋｍ  32,000円

40～44ｋｍ  27,000円

 8～12ｋｍ   7,000円

同じ

円

借
家
・
借
間

・家賃10,000円超

44～48ｋｍ  29,500円

 4～ 8ｋｍ   4,500円

2,500円を加算

28～32ｋｍ  19,500円

通勤手当 90,089

・交通機関利用者

同じ

以上 以下

超 以下
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④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成１８年４月１日～平成２４年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

宇都宮市職員全体で数値目標を設定
しているため、下水道事業のみの数値
目標は設定しておりません。

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

計画期間
数　値　目　標

始　期 終　期

職員数 職員数

平成17年4月1日 平成23年4月1日 純減数 純減率

(５時間未満の
         勤務は2,400円）

同じ

管理又は監督の地位に
ある職員に支給

98,400

９級

８級

級

80,800

７級

82,000

71,600

49,500

89,000

3,983 千円 円

手当額（円）

796,600

61,500

同じ

72,500

休日勤務手当

休日において、正規の
勤務時間中に勤務する
ことを命ぜられた職員
に支給

管理職手当

勤務１時間当たりの
        給与額×135/100

宿日直手当 千円 0

勤務１時間当たりの
        給与額×25/100

正規の勤務時間として
午後10時から翌日の
午前５時までの間に
勤務した職員に支給夜間勤務手当 同じ

0

0

円

千円 円

2,133

１回　4,800円

192 千円

同じ

宿日直勤務を命ぜられた
職員に支給

円

0

22


